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【事務連絡者氏名】 執行役員経営管理ユニット経理部長  滝 健一 
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【電話番号】 03（3798）3243 （代表） 

【事務連絡者氏名】 執行役員経営管理ユニット経理部長  滝 健一 

  

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

（東京都中央区日本橋兜町２番１号） 
  

コスモ石油株式会社東京支店 

（東京都中央区八重洲二丁目４番１号） 
  

コスモ石油株式会社大阪支店 

（大阪市中央区南本町一丁目７番15号） 
  

コスモ石油株式会社名古屋支店 

（名古屋市中区錦一丁目３番７号） 

 （注） 上記のうち、東京支店は金融商品取引法の規定による縦覧場所ではありませんが、投資者の便宜のため備え

置きます。 
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 （注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には消費税及び地方消費税（以下消費税等という）は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。  

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第107期 

第３四半期連結 
累計期間 

第108期 
第３四半期連結 

累計期間 
第107期 

会計期間 
自平成24年４月１日 
至平成24年12月31日 

自平成25年４月１日 
至平成25年12月31日 

自平成24年４月１日 
至平成25年３月31日 

売上高 （百万円） 2,278,456  2,571,754 3,166,689

経常利益 （百万円） 4,082  34,298 48,439

四半期純利益又は四半期(当

期)純損失（△） 
（百万円） △81,511  4,527 △85,882

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △77,272  14,235 △72,543

純資産額 （百万円） 253,366  271,168 256,932

総資産額 （百万円） 1,606,609  1,774,959 1,743,492

１株当たり四半期純利益金額

又は四半期（当期）純損失金

額（△） 

（円） △96.23  5.35 △101.39

自己資本比率 （％） 14.2  13.5 13.2

回次 
第107期 

第３四半期連結 
会計期間 

第108期 
第３四半期連結 

会計期間 

会計期間 
自平成24年10月１日 
至平成24年12月31日 

自平成25年10月１日 
至平成25年12月31日 

１株当たり四半期純利益金額

又は四半期純損失金額（△）
（円） △2.88  3.93

２【事業の内容】
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 当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

（１）業績の状況  

 当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業収益の改善や経済対策、金融政策の効果などを背景に、緩

やかに回復しつつあります。しかしながら、欧州債務問題が引き続き景気の下振れリスクとなっております。こうし

たなかで、石油製品の国内需要は、依然として需要減退の傾向が見られ、低調な状況が続いております。 

 原油価格は、期初１バレル107ドル台であったドバイ原油が、当第３四半期連結会計期間末は108ドル台となりまし

た。 

 為替相場は、日本銀行の金融緩和策等の影響を受けて、期初の94円台から円安で推移し当第３四半期連結会計期間

末は105円台となりました。 

 このような経営環境の下、当社グループは平成25年度（本年度）を初年度とする「第５次（2013～2017年度）連結

中期経営計画」を、「成長の基礎を固め、当社グループの盤石な経営基盤を確立していく５年間」と位置づけ、収益

力の強化、財務体質の改善などを達成すべく、グループ一丸となって各施策を実行してまいりました。  

 こうした経営活動の結果、当第３四半期連結累計期間の連結経営成績は、売上高は 円(前年同期比+

億円)、営業利益は 億円(前年同期比+ 億円)、経常利益は 億円(前年同期比+ 億円)、四半期純利益は

億円(前年同期は四半期純損失815億円)となりました。 

 各セグメントの業績を示すと次のとおりであります。  

  

[石油事業]  

 石油事業につきましては、油価上昇により、売上高は増加しましたが、製品市況は低調だったため、売上高は

円(前年同期比+ 億円)、セグメント損失は 億円(前年同期はセグメント損失 億円)となりま

した。 

[石油化学事業] 

 石油化学事業につきましては、製品販売数量の増加及び市況の改善により、売上高は 億円(前年同期比+ 億

円)、セグメント利益は 億円(前年同期比+ 億円)となりました。 

[石油開発事業]   

 石油開発事業につきましては、原油価格の上昇により、売上高は増加しましたが、販売数量の減少等により、売

上高は 億円(前年同期比+３億円)、セグメント利益は 億円(前年同期比 億円)となりました。 

  

（２）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。 

（３）研究開発活動 

 当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、 百万円であります。 

 なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 

（４）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

財政状態  

 当第３四半期連結会計期間末の連結財政状態と致しましては、総資産は 円となり、前連結会計年度

末比 億円増加しております。これは、主に原油価格上昇等により、たな卸資産等が増加したためです。純資産

は前連結会計年度末比で 億円増加し、 億円となり、自己資本比率は %となりました。 

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

２兆5,718億

2,933 337 225 343 302

45

２兆5,135億 2,723 144 377

322 105

44 42

625 405 △18

2,292

１兆7,750億

315

143 2,712 13.5
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）名古屋証券取引所については、平成25年11月５日に上場廃止の申請を行い、同年12月15日に上場廃止となってお 

   ります。 

   

 該当事項はありません。  

  

 該当事項はありません。 

 該当事項はありません。 

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  1,700,000,000

計  1,700,000,000

種類 
第３四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（平成25年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成26年２月６日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  847,705,087  847,705,087
 ㈱東京証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数 

1,000株 

計  847,705,087  847,705,087 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 

（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成25年10月１日～ 

平成25年12月31日  
 －  847,705  －  107,246 －  16,966

（６）【大株主の状況】
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 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容を確認できず、記載す

ることができないため、直前の基準日（平成25年９月30日）に基づく株主名簿の内容を記載しております。 

①【発行済株式】 

  

②【自己株式等】 

 該当事項はありません。  

  

（７）【議決権の状況】

  平成25年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式    295,000
― ― 

（相互保有株式） 

普通株式   1,064,000
― ― 

完全議決権株式（その他） 普通株式  845,654,000  845,654 ― 

単元未満株式 普通株式    692,087 ― １単元（1,000株）未満の株式 

発行済株式総数  847,705,087 ― ― 

総株主の議決権 ―  845,654 ― 

  平成25年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

(相互保有株式)           

丸善石油化学㈱ 
東京都中央区入船

2-1-1 
 800,000 ―  800,000  0.09

北日本石油㈱ 
東京都中央区日本

橋蛎殻町1-28-5 
 164,000 ―  164,000  0.01

北海道丸善㈱ 
北海道札幌市白石

区栄通10-1-29 
 100,000 ―  100,000  0.01

(自己保有株式)           

コスモ石油㈱ 
東京都港区芝浦1-

1-1 
 295,000 ―  295,000  0.03

計 ―  1,359,000 ―  1,359,000  0.16

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成25年10月１日から平

成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

第４【経理の状況】
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１ 【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 130,264 102,030

受取手形及び売掛金 282,889 275,976

有価証券 512 712

商品及び製品 248,524 264,366

仕掛品 998 1,452

原材料及び貯蔵品 242,378 236,752

その他 61,915 110,239

貸倒引当金 △334 △245

流動資産合計 967,148 991,284

固定資産   

有形固定資産   

土地 304,495 309,384

その他（純額） 278,214 276,388

有形固定資産合計 582,709 585,773

無形固定資産 51,518 50,853

投資その他の資産   

その他 142,200 146,926

貸倒引当金 △613 △473

投資その他の資産合計 141,586 146,452

固定資産合計 775,814 783,079

繰延資産   

社債発行費 529 596

繰延資産合計 529 596

資産合計 1,743,492 1,774,959

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 277,934 322,742

短期借入金 277,429 250,206

1年内償還予定の社債 1,680 11,680

未払金 221,700 195,150

未払法人税等 10,175 9,526

引当金 8,417 3,741

その他 19,273 29,859

流動負債合計 816,611 822,905

固定負債   

社債 74,480 73,640

長期借入金 489,299 501,408

引当金 25,526 20,656

その他 80,642 85,180

固定負債合計 669,948 680,885

負債合計 1,486,559 1,503,791
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成25年３月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(平成25年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 107,246 107,246

資本剰余金 89,440 16,967

利益剰余金 10,531 87,528

自己株式 △140 △142

株主資本合計 207,078 211,599

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 3,770 5,191

繰延ヘッジ損益 1,422 798

土地再評価差額金 19,037 19,041

為替換算調整勘定 △851 3,507

その他の包括利益累計額合計 23,378 28,539

少数株主持分 26,475 31,028

純資産合計 256,932 271,168

負債純資産合計 1,743,492 1,774,959
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 

 至 平成25年12月31日) 

売上高 2,278,456 2,571,754

売上原価 2,176,840 2,443,843

売上総利益 101,616 127,911

販売費及び一般管理費 90,375 94,222

営業利益 11,240 33,688

営業外収益   

受取利息 150 160

受取配当金 710 855

持分法による投資利益 2,497 6,667

その他 3,892 4,658

営業外収益合計 7,251 12,342

営業外費用   

支払利息 9,328 9,737

その他 5,081 1,995

営業外費用合計 14,409 11,732

経常利益 4,082 34,298

特別利益   

固定資産売却益 881 237

投資有価証券売却益 － 1,299

受取保険金 360 1,158

退職給付信託設定益 － 2,509

特別利益合計 1,242 5,204

特別損失   

固定資産売却損 63 25

固定資産処分損 1,829 2,259

減損損失 540 294

投資有価証券評価損 325 －

アスファルト漏洩事故に係る損失 12,947 －

事業構造改善費用 4,808 －

生産物分与費用回収権関連損失 1,900 －

特別損失合計 22,415 2,579

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△17,090 36,923

法人税等 59,787 27,863

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△76,877 9,059

少数株主利益 4,633 4,531

四半期純利益又は四半期純損失（△） △81,511 4,527
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成25年４月１日 
 至 平成25年12月31日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△76,877 9,059

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 442 1,018

繰延ヘッジ損益 △1,669 △782

為替換算調整勘定 544 1,758

持分法適用会社に対する持分相当額 287 3,181

その他の包括利益合計 △394 5,176

四半期包括利益 △77,272 14,235

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △81,893 9,684

少数株主に係る四半期包括利益 4,620 4,550
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重要な変更はありません。 

（耐用年数の変更） 

 当社が保有する製油所の有形固定資産のうち、機械装置、構築物及び油槽の耐用年数については、従来、主と

して法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりましたが、供給体制の再構築のために平成25年７月をも

って坂出製油所を閉鎖することを平成24年８月に決定したことを契機として、既存の製油所設備の使用状況につ

いて精緻に見直しを行った結果、第１四半期連結会計期間より、その使用実態をより反映した経済耐用年数に見

直し、将来にわたり変更しております。 

 この変更により、従来の方法と比べて、当第３四半期連結累計期間の減価償却費が 百万円減少し、営業利

益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益は 百万円増加しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。 

（税金費用の計算） 

 当社及び一部の連結子会社における税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税

引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税

率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。  

１  偶発債務 

   保証債務  

 関係会社の金融機関からの借入金に対する債務保証等を行っております。 

  

２ 財務制限条項 

【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（会計上の見積りの変更）

7,468

6,670

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成25年３月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（平成25年12月31日） 

Hyundai Cosmo Petrochemical Co., Ltd. 百万円 10,059 Hyundai Cosmo Petrochemical Co., Ltd. 百万円 10,800

その他  823 その他  1,032

合計  10,883 合計  11,833

前連結会計年度 
（平成25年３月31日） 

 借入金のうち、115,115百万円（１年内返済予定額を含む）には、該当する融資契約上の債務について期限の利益を

喪失する財務制限条項が付いております。（契約ごとに条項は異なりますが、主なものは以下のとおりです。） 

  最終返済日 借入残高 財務制限条項 

(1)  平成29年３月30日  35,300百万円 

① 各年度の連結損益計算書で示される経常損益が３期連続して損失に

ならないこと 

② 各年度の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を1,989億

円以上に維持すること 

(2)  平成27年３月５日  47,800百万円 

① 各年度の連結損益計算書で示される経常損益が３期連続して損失に

ならないこと 

② 各年度及び第２四半期の末日における連結貸借対照表の純資産の部

の金額を2,109億円以上に維持すること  

(3)  平成29年11月30日  25,000百万円 

① 各年度の連結損益計算書で示される経常損益が３期連続して損失に

ならないこと 

② 各年度の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を1,989億

円以上に維持すること  
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 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、のれん償却額及び負のの

れん償却額は、次のとおりであります。 

   

 前第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日） 

  配当金支払額  

  

 当第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日） 

１．配当金支払額 

   該当事項はありません。   

  

２．株主資本の金額の著しい変動 

 当社は、平成25年６月25日開催の第107回定時株主総会決議に基づき、資本準備金72,472百万円及び利益

準備金7,407百万円を減少し、それぞれその他資本剰余金及び繰越利益剰余金に振り替えるとともに、その

他資本剰余金のうち72,472百万円を繰越利益剰余金に振り替え、欠損の填補を行いました。 

 この結果、第１四半期連結会計期間において資本剰余金が72,472百万円減少し、利益剰余金が72,472百万

円増加しております。 

当第３四半期連結会計期間 
（平成25年12月31日）  

 借入金のうち、 百万円（１年内返済予定額を含む）には、該当する融資契約上の債務について期限の利益を

喪失する財務制限条項が付いております。（契約ごとに条項は異なりますが、主なものは以下のとおりです。） 

119,107

  最終返済日 借入残高 財務制限条項 

(1)  平成29年３月30日  35,300百万円 

① 各年度の連結損益計算書で示される経常損益が３期連続して損失に

ならないこと 

② 各年度の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を1,989億

円以上に維持すること 

(2)  平成27年３月５日  47,800百万円 

① 各年度の連結損益計算書で示される経常損益が３期連続して損失に

ならないこと 

② 各年度及び第２四半期の末日における連結貸借対照表の純資産の部

の金額を2,109億円以上に維持すること  

(3)  平成29年11月30日  25,000百万円 

① 各年度の連結損益計算書で示される経常損益が３期連続して損失に

ならないこと 

② 各年度の末日における連結貸借対照表の純資産の部の金額を1,989億

円以上に維持すること  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自  平成24年４月１日 
至  平成24年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自  平成25年４月１日 
至  平成25年12月31日） 

減価償却費 百万円 27,376 百万円 21,669

のれん償却額  4  548

負ののれん償却額  △967  △943

（株主資本等関係）

（決議） 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成24年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  6,779 ８  平成24年３月31日  平成24年６月27日 利益剰余金 
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前第３四半期連結累計期間（自 平成24年４月１日 至 平成24年12月31日） 

  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 (単位：百万円)

（注） １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、工事業、保険代理店業、リース

業、旅行業、風力発電業等を含んでおります。 

２ セグメント利益又は損失（△）の調整額 百万円には、セグメント間取引消去 百万円、たな卸

資産の調整額 百万円、固定資産の調整額 百万円が含まれております。 

３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 

   

当第３四半期連結累計期間（自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日） 

１ 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 (単位：百万円)

（注） １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、工事業、保険代理店業、リース

業、旅行業、風力発電業等を含んでおります。 

２ セグメント利益又は損失（△）の調整額 百万円には、セグメント間取引消去 百万円、たな卸資産

の調整額 百万円、固定資産の調整額 百万円が含まれております。 

３ セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。 

  

２ 報告セグメントの変更等に関する事項 

  （耐用年数の変更） 

   「会計上の見積りの変更」に記載のとおり、当社が保有する製油所の有形固定資産のうち、機械装置、構築物

及び油槽の耐用年数については、従来、主として法人税法に規定する方法と同一の基準によっておりましたが、

供給体制の再構築のために平成25年７月をもって坂出製油所を閉鎖することを平成24年８月に決定したことを契

機として、既存の製油所設備の使用状況について精緻に見直しを行った結果、第１四半期連結会計期間より、そ

の使用実態をより反映した経済耐用年数に見直し、将来にわたり変更しております。 

   この変更により、従来の方法と比べて、当第３四半期連結累計期間の石油事業のセグメント損失は 百万円

減少しております。 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

  

  

  

石油事業 

  

  

石油化学事業

  

  

石油開発事業

  

  

その他 

(注)１ 

  

調整額 

(注)２ 

四半期連結

損益計算書

計上額 

(注)３ 

売上高            

外部顧客への売上高  2,223,944  9,069  29,093  16,348 －  2,278,456

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 17,277  12,594  33,124  42,436  △105,432 － 

計  2,241,222  21,663  62,218  58,784  △105,432  2,278,456

セグメント利益又は損失（△）  △37,697  210  42,309  2,628  △3,367  4,082

△3,367 △1,118

△2,066 △181

  

  

  

石油事業 

  

  

石油化学事業

  

  

石油開発事業

  

  

その他 

(注)１ 

  

調整額 

(注)２ 

四半期連結

損益計算書

計上額 

(注)３ 

売上高            

外部顧客への売上高  2,484,792  13,696  56,107  17,158 －  2,571,754

セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 28,720  18,546  6,428  41,043  △94,738 － 

計  2,513,513  32,243  62,535  58,201  △94,738  2,571,754

セグメント利益又は損失（△）  △14,417  4,440  40,481  3,916  △122  34,298

△122 △159

1,145 △1,099

7,121
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 １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（注） 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。  

  

該当事項はありません。 

(1) 決算日後の状況 

  特記事項はありません。 

  

(2) 訴訟 

  防衛庁（現防衛省）への石油製品納入に係る不当利得返還請求訴訟につきましては、当社は東京地方裁判所から

 平成23年６月27日に1,915百万円及び年５分の割合による利息の支払いを命じられましたが、この判決に対して、 

 平成23年７月11日に東京高等裁判所に控訴しました。当該控訴審は、当第３四半期連結会計期間中に４回の期日が

 開かれ、現在審理中であります。 

  

  当社千葉製油所における京葉シーバース海底埋設原油配管浮上に係る損害賠償請求訴訟につきましては、 

 当第３四半期連結会計期間中、東京地方裁判所において２回の期日が開かれ、現在審理中であります。 

（１株当たり情報）

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成24年４月１日 
至 平成24年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成25年４月１日 
至 平成25年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 

又は四半期純損失金額（△） （円）  
 △96.23  5.35

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額 

又は四半期純損失金額（△） （百万円） 
 △81,511  4,527

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額 

又は四半期純損失金額（△） （百万円） 
 △81,511  4,527

普通株式の期中平均株式数（千株）  847,066  847,057

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】

2014/02/03 19:51:4013965617_第３四半期報告書_20140203195121

- 14 -



 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているコスモ石油株式

会社の平成25年４月１日から平成26年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成25年10月１日から平

成25年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。 
  

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  
監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、コスモ石油株式会社及び連結子会社の平成25年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての

重要な点において認められなかった。 
  

強調事項 

 会計上の見積りの変更に記載されているとおり、会社は第１四半期連結会計期間より製油所の有形固定資産のうち、機

械装置、構築物及び油槽の耐用年数を変更している。  

 当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。 
  
利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上
  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成26年２月６日

コスモ石油株式会社 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 小林 雅彦  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 中村 宏之  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 吉田 幸司  印 

（注）１ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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